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吉賀町水道事業会計予算
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　（総　則）

第１条　令和７年度吉賀町水道事業会計予算は、次に定めるところによる。

　（業務の予定量）

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

3,147 件

782,851  

2,144  

3,300 千円

　（収益的収入及び支出）

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

第 1 款 千円

第 1 項 千円

第 ２ 項 千円

第 １ 款 千円

第 １ 項 千円

第 ２ 項 千円

第 ３ 項 千円

　（資本的収入及び支出）

第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に

　　　対し不足する額78,259千円は、過年度分損益勘定留保資金78,259千円で補填するものとす

　　　る。）

第 1 款 千円

第 1 項 3,000 千円

第 2 項 56,047 千円

第 3 項 0 千円

第 1 款 千円

第 1 項 25,235 千円

第 2 項 112,071 千円

議案第２８号

(1)　給水件数

(2)　年間総給水量

(3)　一日平均給水量

(4)　主要な建設改良事業

　　中河内浄水場ヒ素吸着処理設備設置事業

令 和 ７ 年 度 吉 賀 町 水 道 事 業 会 計 予 算

収　　　　　　　　　　　入

支　　　　　　　　　　　出

水 道 事 業 収 益

営 業 収 益

営 業 外 収 益

216,437

101,177

115,260

収　　　　　　　　　　　入

水 道 事 業 費 用

営 業 費 用

営 業 外 費 用

予 備 費

215,817

198,189

17,408

220

企 業 債 償 還 金

資 本 的 収 入

企 業 債

他 会 計 補 助 金

工 事 負 担 金

支　　　　　　　　　　　出

建 設 改 良 費

59,047

資 本 的 支 出 137,306
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　 (企業債）

第５条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

起債の方法

　（一時借入金）

第６条　一時借入金の限度額は、 10,000千円と定める。

　（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第７条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

　　(1)　収益的支出第１款水道事業費用のうち、第１項営業費用、第２項営業外費用に係る予算額に

　　　　過不足が生じた場合における項間の流用。

　　(2)　資本的支出第１款資本的支出のうち、第１項建設改良費、第２項企業債償還金に係る予算額

　　　　に過不足が生じた場合における項間の流用。

　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第８条　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ

　　以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

(1)職員給与費 18,516 千円

　（他会計からの補助金）

第９条　一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、129,034千円である。

令和７年３月７日提出

吉賀町水道事業管理者　岩本　一巳

証書借入
又は

証券発行
上水道事業債 3,000千円

利率

年利　5.0％
以内

（ただし、利率見直し
方式で借り入れる場合
について、利率の見
直しを行った後におい
ては、当該見直し後の
利率）

償還の方法

　借入先の融資条件による。ただし、企業財
政その他の都合により据置期間を短縮し、又
は繰上償還もしくは低利に借換することがで
きる。

起債の目的 限度額
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令和７年度

吉賀町水道事業会計予算

説明書
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（単位　千円：消費税込）

1 水道事業収益 216,437

1 営 業 収 益 101,177

1 給 水 収 益 100,953

2 その他営業収益 224

2 営業外収益 115,260

1
受 取 利 息
及 び 配 当 金

10

2 他会計補助金 72,987

3 長期前受金戻入 42,263

（単位　千円：消費税込）

1 水道事業費用 215,817

1 営 業 費 用 198,189

1 原水及び浄水費 43,686

2 配水及び給水費 15,567

3 総 係 費 29,767

4 減 価 償 却 費 108,835

5 資 産 減 耗 費 334

2 営業外費用 17,408

1
支 払 利 息 及 び
企業債取扱諸費

11,068

2
消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

5,900

3 雑 支 出 440

3 予   備   費 220

1 予   備   費 220

水道料金、受益者分担金

支払利息の基準内繰入金他

国県補助金等戻入

企業債利息

消費税及び地方消費税

過年度分の過誤納還付金

預金利息

新畑地区の維持管理負担金

令 和　７ 年 度 吉 賀 町 水 道 事 業 会 計 予 算 実 施 計 画

収　益　的　収　入　及　び　支　出

収　　　　　　　　　　　入

       款   　　 項 目 予　　定　　額 備　　　　　　　　考

支　　　　　　　　　　　出

       款   　　 項 目 予　　定　　額 備　　　　　　　　考

浄水池等の維持管理等の費用

配水池等の維持管理等の費用

その他の費用

固定資産　減価償却費

固定資産　除却費
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（単位　千円：消費税込）

1 資本的収入 59,047

1 企 業 債 3,000

1 企 業 債 3,000

2 他会計補助金 56,047

1 他会計補助金 56,047

（単位　千円：消費税込）

1 資本的支出 137,306

1 建設改良費 25,235

1
水 道 施 設
整 備 費

25,235

2 企業債償還金 112,071

1 企業債償還金 112,071 企業債元金償還金

料金システム導入、ヒ素除去装置設置

支　　　　　　　　　　　出

       款 　　   項 目 備　　考予　定　額

建設改良に要する基準内繰入金

上水道事業債

資　本　的　収　入　及　び　支　出

収　　　　　　　　　　　入

       款 　　   項 目 予　定　額 備　　考
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(単位：円)

1   業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 4,075,882

減価償却費 108,834,307

資産減耗費 333,996

賞与等引当金の増減額(△は減少) 94,000

貸倒引当金の増減額(△は減少) 31,636

長期前受金戻入額 △ 42,264,751

受取利息及び受取配当金 △ 10,000

支払利息 11,067,751

未収金の増減額(△は増加) 15,477,904

未払金の増減額(△は減少) △ 2,382,644

預り金の増減額（△は減少） △ 6,222

小計 95,251,859

利息及び配当金の受取額 10,000

利息の支払額 △ 11,067,751

業務活動によるキャッシュ・フロー 84,194,108

2 　投資活動によるキャッシュ・フロー

固定資産の取得による支出 △ 22,940,910

一般会計からの繰入金による収入 50,952,727

投資活動によるキャッシュ・フロー 28,011,817

3 　財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 3,000,000

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 112,071,115

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 109,071,115

　資金増加額 3,134,810

　資金期首残高 321,380,307

　資金期末残高 324,515,117

令 和 ７ 年 度 吉 賀 町 水 道 事 業 予 定 キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 計 算 書

（令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで）
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２．　給料及び手当の増減額の明細

区　分 増減額 備　考

給与改定に伴う増額 251

給料昇給に伴う増額 81

給

料

手
当

294

332

137　給与改定に伴う増減分

251

　その他の増減分

　制度改正に伴う増減分

81

説　　　　　　明

昇給に伴う増額　昇給に伴う増加分 157 157

給与改定に伴う増額 137

増 減 事 由 別 内 訳

本年度 966 583 461 2,099 1,594

前年度 918 562 461 1,980 1,500

比 較 48 21 119 94

勤勉
手当

※会計年度任用職員はいない

手 当
の

内 訳

区 分
扶 養
手 当

通 勤
手 当

住 居
手 当

時 間 外
勤 務
手 当

児 童
手 当

特 殊
勤 務
手 当

期 末
手 当

１．　総　括
　　　(単位:千円)

報 酬 給 料 手 当 計

本 年 度 2 8,320 5,703 14,023 3,078 1,415 18,516

前 年 度 2 304 8,026 5,421 13,751 2,893 1,365 18,009

比 較 △ 304 294 282 272 185 50 507

給 与 費 明 細 表

職 員 数区 分 合 計
退職手当組合
負 担 金

法定福利費

給 与 費
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３．　給料及び手当の状況

　（１）職員一人当たり給与

事務・技術職給料表

平均給料月額 （円） 344,950

平均給与月額 （円） 404,400

平 均 年 齢 （歳） 40歳6月

平均給料月額 （円） 332,500

平均給与月額 （円） 389,950

平 均 年 齢 （歳） 39歳6月

　（２）初任給

高 校 卒 188,000

大 学 卒 220,000

一般会計の制度

区 分

令和７年４月１日現在

令和６年４月１日現在

区 分
事 務 技 術 職
（ 円 ）

220,000

188,000

行政職（一）（円）

　（３）級別職員数

等　級 職員数 構成比(％)

１級

２級

３級

４級 2 100

５級

６級

計 2 100

１級

２級

３級

４級 2 100

５級

６級

計 2 100

令和７年４月１日現在

令和６年４月１日現在

区分
事務・技術職
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　（４）昇給

　職　員　数 （Ａ）人 2

　昇給に係る職員数  （Ｂ）人 2

２号給（人）

４号給（人） 2

６号給（人）

８号給（人）

　比率　　(B)/(A) 　　　（％） 100

　職　員　数 （Ａ）人 2

　昇給に係る職員数  （Ｂ）人 2

２号給（人）

４号給（人） 2

６号給（人）

８号給（人）

　比率　　(B)/(A) 　　　（％） 100

本
年
度

前
年
度

区　　　　　　　　　　分 事務・技術職

号給数別内訳

号給数別内訳

　（５）特殊勤務手当

給料総額に対する比率 （％）

支給対象職員の比率 （％）

令和7年4月1日現在

代表的な特殊勤務手当の名称

区 分 企 業 職 員

　（級別の標準的な職務内容）

区　　　分 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級

事務・技術職
主事

主事補
主任主事 主任 主幹

課長補佐
統括主幹
調整幹

課長
主査
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　（６）期末手当・勤勉手当

６月（月分） １２月（月分）

本年度 2.300 2.300 4.60 有

前年度 2.250 2.250 4.50 有

一般会計の制度 2.300 2.300 4.60 有

　（７）定年退職及び勧奨退職に係る職員手当

区　分
２０年勤続の者

（月分）
２５年勤続の者

（月分）
３５年勤続の者

（月分）
 最高限度額
 （月分）

備 考

支給率等 24.586875 33.27075 47.70900 47.709

一般会計の制度 24.586875 33.27075 47.70900 47.709

備 考区　分

職制上の階
級、職務の
級等による
加算措置あ

支　　給　　期　　別　　支　　給　　率

支給率計

　（８）その他の手当

区 分 一般会計の制度との異同

扶 養 手 当 同 じ

住 居 手 当 同 じ

通 勤 手 当 同 じ

差 異 の 内 容
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(単位：円)

1   営    業    収    益

(1) 給 水 収 益 91,775,455

(2) そ の 他 営 業 収 益 204,526 91,979,981

2   営    業    費    用

(1) 原 水 及 び 浄 水 費 39,712,799

(2) 配 水 及 び 給 水 費 14,151,419

(3) 総 係 費 28,665,578

(4) 減 価 償 却 費 108,834,307

(5) 資 産 減 耗 費 333,996 191,698,099

   営　　　業　　　損　　　失 △ 99,718,118

3   営   業   外   収   益

(1) 受 取 利 息 及 び 配 当 金 10,000

(2) 他 会 計 補 助 金 72,987,000

(3) 長 期 前 受 金 戻 入 42,264,751 115,261,751

4   営   業   外   費   用

(1) 支払利息及び企業債取扱諸費 11,067,751

(2) 雑 支 出 400,000 11,467,751 103,794,000

　経      常　　　利　　　益 4,075,882

　当 年 度 純 利 益 4,075,882

  前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金 1,465,422

  そ の 他 未 処 分 利 益 剰 余 金 変 動 額 0

  当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金 5,541,304

令　和　７　年  度  吉　賀  町  水  道  事  業  予  定  損  益  計  算  書

（令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで）
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(単位：円)
　　　　資　　　　　産　　　　　の　　　　　部

1 固     定     資     産
(1) 有 形 固 定 資 産
イ 土 地 68,922,887
ロ 建 物 126,022,256
減 価 償 却 累 計 額 △ 88,547,130 37,475,126

ハ 構 築 物 4,270,219,738
減 価 償 却 累 計 額 △ 2,567,690,375 1,702,529,362

ニ 機 械 及 び 装 置 1,407,554,480
減 価 償 却 累 計 額 △ 1,181,027,318 226,527,162

ホ 工具 ･器具及び備品 45,310,910
減 価 償 却 累 計 額 △ 16,956,000 28,354,910

ヘ 建 設 仮 勘 定 4,812,771
有 形 固 定 資 産 合 計 2,068,622,219
固  定  資  産  合  計 2,068,622,219

2  流     動     資     産
(1) 現 金 預 金 324,515,117
(2) 未 収 金 18,600,000
貸 倒 引 当 金 △ 5,090,721 13,509,279
流  動  資  産  合  計 338,024,396
資    産    合    計 2,406,646,615

　　　　負　　　　　債　　　　　の　　　　　部
3  固     定     負     債
(1) 企 業 債
イ 建設改良費等の財源
に充てるための企業債 764,935,767
固  定  負  債  合  計 764,935,767

4 流      動      負      債
(1) 企 業 債
イ 建設改良費等の財源
に充てるための企業債 103,320,235

(2) 未 払 金 1,000,000
(3) 引 当 金
イ 賞 与 等 引 当 金 1,484,000
(4) 預 り 金 905,835
(5) 未 払 消 費 税 等 5,900,000
流  動  負  債  合  計 112,610,070

5 繰      延      収      益
(1) 長 期 前 受 金 2,493,690,111
(2) 収 益 化 累 計 額 1,421,417,469
(3) 建設仮勘定長期前受金 1,436,316
繰  延  収  益  合  計 1,073,708,958
負    債    合    計 1,951,254,795

　　　　資　　　　　本　　　　　の　　　　　部
6 資      本      金
(1) 資 本 金 370,858,088
資   本   金   合   計 370,858,088

7 剰      余      金
(1) 利  益  剰  余  金
イ 利 益 積 立 金 3,312,139
ロ 建 設 改 良 積 立 金 75,680,289
ハ 当年度未処分利益剰余金 5,541,304
利 益 剰 余 金 合 計 84,533,732
剰   余   金   合   計 84,533,732
資    本    合    計 455,391,820
負  債  資  本  合  計 2,406,646,615

     令 和 ７ 年 度 吉 賀 町 水 道 事 業 予 定 貸 借 対 照 表
(令和８年３月３１日)

△
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　　　　・減価償却の方法

          定額法による。

        ・主な耐用年数

　　      建物　　　　　　　　　　10年～50年

　　      構築物　　　　　　　　　40年～60年

　　      機械及び装置　　　　　 　6年～20年

Ⅰ　重要な会計方針に係る事項に関する注記

  １　固定資産（償却資産）の減価償却の方法

　 (1)　有形固定資産

   (1)　退職給付引当金

　　　　職員の退職手当は、水道事業が毎期支出する退職手当組合に対する一般負担金を除き、一般会計が

   (2)　賞与等引当金

    ものも含む。）のうち一般会計が負担すると見込まれる額は434,128,001円である。

　　　その全部を負担することとなっているため、退職給付引当金は計上していない。

　　　　職員の期末・勤勉手当及びこれに係る法定福利費の支払に備えるため、当年度末における支払見込

      額に基づき、当年度の負担に属する額（12月から3月までの4か月分）を計上する。

   (3)　貸倒引当金

　　　　債権の不納欠損による損失に備えるため、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上する。

  ３　消費税及び地方消費税の会計処理

　２　引当金の計上方法

　　　　　工具・器具及び備品　　　 4年～15年

　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式による。

Ⅱ　予定貸借対照表等に関する注記

  2　貸倒引当金の取崩し

  　　当年度において、債権の不納欠損による損失を処理するために貸倒引当金588,364円を取り崩す予定である。

Ⅲ　リース契約に関する注記

　１　後年度において一般会計が負担する企業債の償還に関する事項

　　　貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して１年以内に償還予定の

Ⅳ　その他

　１　賞与等引当金の取崩し

　　当年度において期末手当及び勤勉手当の支給並びに手当の支給に伴い発生する法定福利費を支給するため、

　　賞与等引当金1,484,000円を取り崩す予定である。

　１　リース料総額が300万円以下のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に

   かかる方法に準じた会計処理を行っている。
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(単位：円)

1   営    業    収    益

(1) 給 水 収 益 96,052,728

(2) そ の 他 営 業 収 益 210,910 96,263,638

2   営    業    費    用

(1) 原 水 及 び 浄 水 費 37,752,985

(2) 配 水 及 び 給 水 費 13,269,096

(3) 総 係 費 30,645,243

(4) 減 価 償 却 費 117,552,835

(5) 資 産 減 耗 費 751,072 199,971,231

   営　　　業　　　損　　　失 △ 103,707,593

3   営   業   外   収   益

(1) 受 取 利 息 及 び 配 当 金 1,000

(2) 他 会 計 補 助 金 72,683,000

(3) 長 期 前 受 金 戻 入 46,194,305 118,878,305

4   営   業   外   費   用

(1) 支払利息及び企業債取扱諸費 13,305,290

(2) 雑 支 出 400,000 13,705,290 105,173,015

　経      常　　　利　　　益 1,465,422

　当 年 度 純 利 益 1,465,422

  前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金 0

  そ の 他 未 処 分 利 益 剰 余 金 変 動 額 0

  当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金 1,465,422

令  和 ６　年  度  吉　賀  町  水  道  事  業  予  定  損  益  計  算  書

（令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで）
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(単位：円)
　　　　資　　　　　産　　　　　の　　　　　部

1 固     定     資     産
(1) 有 形 固 定 資 産
イ 土 地 68,922,887
ロ 建 物 126,022,256
減 価 償 却 累 計 額 △ 83,368,626 42,653,630

ハ 構 築 物 4,213,831,872
減 価 償 却 累 計 額 △ 2,496,175,462 1,717,656,410

ニ 機 械 及 び 装 置 1,405,004,480
減 価 償 却 累 計 額 △ 1,153,125,428 251,879,052

ホ 工具 ･器具及び備品 18,840,000
減 価 償 却 累 計 額 △ 12,717,000 6,123,000

ヘ 建 設 仮 勘 定 67,614,633
有 形 固 定 資 産 合 計 2,154,849,612
固  定  資  産  合  計 2,154,849,612

2  流     動     資     産
(1) 現 金 預 金 321,380,307
(2) 未 収 金 34,077,904
貸 倒 引 当 金 △ 5,059,085 29,018,819
流  動  資  産  合  計 350,399,126
資    産    合    計 2,505,248,738

　　　　負　　　　　債　　　　　の　　　　　部
3  固     定     負     債
(1) 企 業 債
イ 建設改良費等の財源
に充てるための企業債 865,256,002
固  定  負  債  合  計 865,256,002

4 流      動      負      債
(1) 企 業 債
イ 建設改良費等の財源
に充てるための企業債 112,071,115

(2) 未 払 金 3,482,644
(3) 引 当 金
イ 賞 与 等 引 当 金 1,390,000
(4) 預 り 金 912,057
(5) 未 払 消 費 税 等 5,800,000
流  動  負  債  合  計 123,655,816

5 繰      延      収      益
(1) 長 期 前 受 金 2,427,198,340
(2) 収 益 化 累 計 額 1,379,152,718
(3) 建設仮勘定長期前受金 16,975,360
繰  延  収  益  合  計 1,065,020,982
負    債    合    計 2,053,932,800

　　　　資　　　　　本　　　　　の　　　　　部
6 資      本      金
(1) 資 本 金 370,858,088
資   本   金   合   計 370,858,088

7 剰      余      金
(1) 利  益  剰  余  金
イ 利 益 積 立 金 3,312,139
ロ 建 設 改 良 積 立 金 75,680,289
ハ 当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金 1,465,422
利 益 剰 余 金 合 計 80,457,850
剰   余   金   合   計 80,457,850
資    本    合    計 451,315,938
負  債  資  本  合  計 2,505,248,738

     令 和 ６ 年 度 吉 賀 町 水 道 事 業 予 定 貸 借 対 照 表
(令和７年３月３１日)

△
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　　　　・減価償却の方法

注　記

Ⅰ　重要な会計方針に係る事項に関する注記

  １　固定資産の減価償却の方法

　 (1)　有形固定資産

　　　　職員の期末手当・勤勉手当及び法定福利費等の支給に備えるため、当事業年度末における支給見込額に

          定額法による。

        ・主な耐用年数

　　      建物　　　　　　　　　　　10年～50年

　　      構築物　　　　　　　　　 40年～60年

　　      機械及び装置   　      10年～20年

　　      工具・器具及び備品　　　 4年～15年

　２　引当金の計上方法

   (1)　退職給付引当金

　　　　職員の退職手当は、水道事業が毎期支出する退職手当組合に対する一般負担金を除き、一般会計が

　　　その全部を負担することとなっているため、退職給付引当金は計上していない。

   (2)　賞与等引当金

　　　貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して１年以内に償還予定のものも含む。）

      基づき、当事業年度の負担に属する額（12月から３月までの４か月分）を計上している。

   (2)　貸倒引当金

　　　　債権の不納欠損による損失に備えるため、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上している。

  ３　消費税及び地方消費税の会計処理

　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式による。

Ⅱ　予定貸借対照表等に関する注記

　１　後年度において一般会計が負担する企業債の償還に関する事項

　　当年度において期末手当及び勤勉手当の支給並びに手当の支給に伴い発生する法定福利費を支給するため、

　　賞与等引当金1,390,000円を取り崩す予定である。

    のうち一般会計が負担すると見込まれる額は488,963,559円である。

Ⅲ　リース契約に関する注記

　　１　リース料総額が300万円以下のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に

　　かかる方法に準じた会計処理を行っている。

Ⅳ　その他の注記

　　賞与等引当金の取崩し
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款 項 目 本年度予定額 前年度当初額 比　較

216,437 224,503 △ 8,066

101,177 105,890 △ 4,713

1.給水収益 100,953 105,658 △ 4,705

2.その他営業収益 224 232 △ 8

115,260 118,613 △ 3,353

1.受取利息及び配当金 10 1 9

2.他会計補助金 72,987 69,303 3,684

3.長期前受金戻入 42,263 49,309 △ 7,046

款 項 目 本年度予定額 前年度当初額 比　較

215,817 222,691 △ 6,874

198,189 202,925 △ 4,736

1.原水及び浄水費 43,686 40,928 2,758

2.配水及び給水費 15,567 11,587 3,980

令和７年度　 吉賀町水道事業会計予算説明書

収益的収入及び支出

１．水道事業収益

１．営業収益

２．営業外収益

１．水道事業費用

１．営業費用

（単位 千円：消費税込）　収　　　　入

支　　　　出 （単位 千円：消費税込） 　
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節 金　額

1.給水収益 100,671 水道料金 100,671

3.分担金 282 加入者分担金 282

5.雑収益 224 新畑地区維持管理負担金 224

1.預金利息 10 預金利息 10

1.他会計補助金 72,987 他会計補助金 72,987

1.国県補助金戻入 27,889 国県補助金戻入 27,889

2.他会計補助金戻入 12,611 他会計補助金戻入 12,611

4.受贈財産評価額戻入 48 受贈財産評価額戻入 48

6.工事負担金戻入 1,715 工事負担金戻入 1,715

節 金　額

14.燃料費 88 発電機用燃料 88

15.光熱水費 24,248 施設電気料 24,248

17.通信運搬費 1,340 専用回線使用料 1,340

電気設備保守点検委託料 867

除草作業委託料 658

水質検査手数料 7,028

再検査及び臨時検査手数料 55

22.修繕費 900 施設修繕料 900

23.工事請負費 7,249 施設工事費 7,249

28.薬品費 1,253 薬品費 1,253

15.光熱水費 1,702 施設電気料 1,702

17.通信運搬費 1,363 専用回線使用料 1,363

柿木地区維持管理業務 502

除草作業委託料 286

漏水調査業務 2,024

20.手数料 1,010 水質検査手数料 1,010

21.賃借料 12 土地賃借料 12

22.修繕費 3,795 施設修繕料 3,795

23.工事請負費 4,373 配水池清掃等 4,373

29.材料費 500 材料費 500

2,81219.委託料

（単位 千円：消費税込）　

説　　　明

（単位 千円：消費税込）　

説　　　明

1,525

7,08320.手数料

19.委託料



款 項 目 本年度予定額 前年度当初額 比　較

１．水道事業費用 １．営業費用 3.総係費 29,767 32,091 △ 2,324

4.減価償却費 108,835 117,567 △ 8,732

5.資産減耗費 334 752 △ 418

２．営業外費用 17,408 19,546 △ 2,138

1.支払利息及び企業債取扱諸費 11,068 13,306 △ 2,238

2.消費税及び地方消費税 5,900 5,800 100

3.雑支出 440 440 0

３．予備費 220 220 0

1.予備費 220 220 0

支　　　　出 （単位 千円：消費税込） 　

-19-



節 金　額

1.給料 8,320 一般職給料 8,320

扶養手当 966

時間外勤務手当 583

通勤手当 461

期末手当 1,439

勤勉手当 1,094

3.賞与等引当金繰入額 1,484 賞与等引当金繰入額 1,484

6.法定福利費 2,898 共済組合負担金 2,898

7.旅費 266 旅費 266

8.退職手当組合負担金 1,415 退職手当組合負担金 1,415

13.備消品費 1,120 消耗品、図書代、メーター代 1,120

14.燃料費 360 公用車用燃料費 360

16.印刷製本費 84 納付書等印刷費 84

非常用通報装置情報配信料 396

携帯電話代 200

会計支援業務委託 1,375

会計システム保守 1,007

水道台帳システム保守 262

メーター検針業務 2,324

腸内細菌検査手数料 20

収納、支払事務手数料 761

駐車場使用料 5

公用車リース料 214

法定点検 17

オイル交換費用 7

23.工事請負費 1,560 メーター交換 1,560

28.薬品費 99 薬品費 99

水道協会負担金 138

建物損害保険料 240

自動車損害保険料 20

検針員保険料 12

40.貸倒引当金繰入額 620 貸倒引当金繰入額 620

減価償却　建物 5,179

減価償却　構築物 71,515

減価償却　機械等 27,902

減価償却　工具器具備品等 4,239

除却費　構築物 334

1.企業債利息 11,068 企業債利息 11,068

1.消費税及び地方消費税 5,900 消費税及び地方消費税 5,900

99.その他雑支出 440 過年度分過誤納金還付金 440

1.予備費 220 予備費 220

781

219

22.修繕費 24

2.手当

59617.通信運搬費

4,543

1.固定資産除却費 334

（単位 千円：消費税込）　

説　　　明

35.負担金 138

37.保険料 272

1.有形固定資産減価償却費 108,835

19.委託料 4,968

20.手数料

21.賃借料



款 項 目 本年度予定額 前年度当初額 比　較

59,047 60,296 △ 1,249

3,000 0 3,000

1.企業債 3,000 0 3,000

56,047 60,010 △ 3,963

1.他会計補助金 56,047 60,010 △ 3,963

0 286 △ 286

1.工事負担金 0 286 △ 286

款 項 目 本年度予定額 前年度当初額 比　較

137,306 121,570 15,736

25,235 1,573 23,662

1.水道施設整備費 25,235 1,573 23,662

２．企業債償還金 112,071 119,997 △ 7,926

1.企業債償還金 112,071 119,997 △ 7,926

１．資本的支出

１．建設改良費

３．工事負担金

資本的収入及び支出

１．資本的収入

１．企業債

２．他会計補助金

（単位 千円：消費税込）　収　　　　入

支　　　　出 （単位 千円：消費税込）　
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節 金　額

1.企業債 3,000 企業債 3,000

1.他会計補助金 56,047 他会計補助金 56,047

1.工事負担金 0 0

節 金　額

12.委託料 19,130 料金システム導入構築委託 19,130

25.工事請負費 6,105 中河内浄水場ヒ素吸着処理設備設置 3,300

伊勢原浄水場No.1送水ﾎﾟﾝﾌﾟ更新 1,848

六日市浄水場No.1ｻﾝﾌﾟﾘﾝｸﾞﾎﾟﾝﾌﾟ更新 957

1.企業債償還金 112,071 企業債償還金 112,071

　　　　　（単位 千円：消費税込）　

　　　　（単位 千円：消費税込）　

説　　　明

説　　　明


